
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」に関する要綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月 

 

三  重  県 

 



- 1 - 

 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法

（以下、「法」という。）（平成１２年法律第１０４号）の執行にあたり、必要な事項を定め

る。 

 

（届出・通知等に関する事項） 

第２条 法第１０条に規定する届出（以下、「届出」という。）並びに法第１１条に規定する通

知（以下「通知」という。）にかかる規模の基準及び法第１８条第２項の申告の窓口は別

紙のとおりとする。 

 

第３条 届出、通知等の受理の窓口は別紙のとおりとする。 

 

第４条 届出に係る計画の変更その他必要な措置を命じた場合、変更された届出書が受

理された日を、法第１０条第１項に規定する「工事に着手する日の７日前」とみなすも

のとする。 

 

第５条 法第１０条及び施行規則（平成１４年国土交通省・環境省令第１号）第２条第２項及

び省令（平成１４年国土交通省令第１７号）第２条第２項、第３条第２項で規定する届出

に関する様式のうち、別表１、２及び３（分別解体等の計画等）の備考欄には特定建設

資材廃棄物別に搬入を予定している再資源化等を行う事業者名を記入するものとす

る。 

２ 届出書の提出部数は１部とする。 

３ 法第１０条の届出は発注者本人又は自主施工者が届け出ることを原則とするが代理

者又は代行者による届出であっても差し支えないものとする。 

    なお、代理者の場合は、様式１４に定める委任状を提出しなければならない。 

 

第６条 省令第２条第３項の規定による設計図は、配置図、各階平面図及び２面以上の立

面図とする。 

 

第７条 通知は様式１３に示す『通知書』を提出することを原則とする。  

２ 通知の方法は、持参又は郵送とする。 

３ 通知の提出部数は１部とする。 
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（申告書に関する事項） 

第８条 法第１８条第２項で規定する申告をする場合は、様式１２（申告書）を用いるものと

し、申告の窓口は別紙のとおりとする。 

 

（解体工事業登録の申請に関する事項） 

第９条 法第２２条第１項で規定する登録の申請の窓口は別紙のとおりとする。 

 

付則 

この要綱は平成１４年 ５月３０日から施行する。 

平成１４年１０月 １日 改正 （通知の様式改正、委任状の項目の追加、 

様式９、１０、１１は廃止する） 

平成１７年 ４月 １日 改訂 （別紙の改訂） 

平成１８年 ４月 １日 改訂 （第９条追加、別紙の改訂） 

平成１９年 ４月 １日 改訂 （別紙の改訂） 

令和 ３年 ４月 １日 改正 （第５条及び第 7 条改正、様式１～８は廃止する） 

令和 ６年 １１月 １日 改正 （通知の様式改正） 

令和 ７年 ４月 1 日 改正 （別紙の改正） 
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              別紙 

（１）対象建設工事（法第９条第１項、施行令第２条）  

次の規模以上のものが対象です。 

 

対象建設工事の種類 規模の基準 

建築物の解体 80 ㎡ 

建築物の新築・増築 500 ㎡ 

建築物の修繕・模様替（リフォーム等） 請負金額１億円 

建築物以外の工事（土木工事等） 請負金額 500 万円 

 

 

（２）届出・通知等の受理の窓口（法第１０条、１１条） 

三重県及び特定行政庁の受理窓口は次のとおりです。 

 

建築物 

① 津市、四日市市、 

鈴鹿市、桑名市、 

松阪市内 

当該市役所 担当課 

② ①以外の地域 建設事務所 建築開発室、 

又は総務・管理・建築室 建築開発課 

 伊賀市、名張市、亀山市内

の建築基準法第６条第１

項第２号に規定する建築

物のうち木造建築物（地

階を除く階数が３以上、延

べ面積３００㎡超及び高さ

が１６ｍ超を除く。）又は同

項第３号に規定する建築

物が対象の場合 

当該市役所 担当課  

（ただし、県の許可を必要とする建築

物を除く） 

 

建築物以外 

① 津市、四日市市、 

鈴鹿市、桑名市、 

松阪市内 

当該市役所 担当課 

② ①以外の地域 建設事務所 事業推進室 工事統括課 
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（３）申告の窓口（法第１８条第２項） 

 

全て 
地域防災総合事務所、 

又は地域活性化局 
環境室 環境課 

 

 

（４）解体工事業登録の申請の窓口（法第２２条第１項） 

 

登録申請者 

① 三重県内に本社をおく者 建設事務所 総務・管理室 総務課 

又は総務・管理・建築室 総務課 

② ①以外の者 県土整備部 建設業課 

 

 

 


